田原市横断歩道橋ネーミングライツ事業実施要領
　（趣旨）

第１条　この要領は、田原市広告取扱要綱（以下「要綱」という。）及び田原市広告掲載基準（以下「基準」という。）に定めるもののほか、市が実施するネーミングライツ事業に関し、必要な事項を定めるものとする。
　（定義）

第２条　この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1) ネーミングライツ　企業名、商品名等を冠する通称を市が所有する横断歩道橋に付与し、標示する権利のことをいう。
(2) ネーミングライツパートナー　市の決定によりネーミングライツを付与された者をいう。
(3) ネーミングライツ事業　ネーミングライツパートナーにネーミングライツを付与し、その対価として収入を得る事業をいう。
　（対象施設）
第３条　ネーミングライツ事業の対象となる施設（以下「対象施設」という。）は、市が所有する横断歩道橋とする。
　（標示の規格及び期間）　
第４条　ネーミングライツにより対象施設に付与する通称の標示規格は、次のとおりとする。
(1) 標示面積　最大可視面積　５㎡
(2) 標示する文字の大きさ　３０㎝角まで
(3) デザイン　基準に準拠し、かつ、市のイメージを損なわないもの

(4) 配色　単色
(5) 標示期間　５年
　（ネーミングライツパートナーの募集）

第５条　ネーミングライツパートナーの募集期間その他必要な事項は、募集要項に定めるところによる。
（ネーミングライツパートナーの申込み）
第６条　ネーミングライツパートナーになろうとする者（以下「申込者」という。）は、田原市横断歩道橋ネーミングライツパートナー申込書（様式第１号。以下「申込書」という。）に別に定める書類を添付して市長に提出しなければならない。
２　前項の規定による申込みは、募集要項で指定する期日までに行わなければならない。
　（決定等）

第７条　市長は、前条の規定によりネーミングライツパートナーの申込みがあったときは、要綱第９条に規定する広告審査委員会を開催し、ネーミングライツパートナーを決定する。この場合において、申込者の数が募集枠数を超えるときは、次に掲げる順位により優先交渉権者を決定する。
(1) 第１順位　市内に本社又は本店を有する事業者の広告
(2) 第２順位　市内に支店、営業所等を有する事業者の広告
(3) 第３順位　前２号の規定に当てはまらない広告
２　前項の規定によっても申込者の数が募集枠数を超えるときは、募集要項に定めるところによる。
３　市長は、第１項の規定によりネーミングライツパートナーを決定したときは、田原市横断歩道橋ネーミングライツパートナー決定等通知書（様式第２号）により申込者に通知するものとする。

　（ネーミングライツ料）
第８条　ネーミングライツに要する料金（以下「ネーミングライツ料」という。）は、１橋あたり年額１０万円以上（消費税及び地方消費税は除く。）とする。
２　ネーミングライツパートナーは、市長が指定する期日までにネーミングライツ料を納付しなければならない。
　（ネーミングライツパートナーの義務等）

第９条　ネーミングライツパートナーは、市長が指定する方法により作成した標示原稿を、市長が指定する期日までに提出しなければならない。

２　ネーミングライツパートナーは、標示原稿を自己の負担で作成し、内容に関する一切の責任を負うものとする。
　（ネーミングライツ内容の変更）

第１０条　市長は、標示の内容、デザイン等が法令等に違反しているとき、若しくはそのおそれがあるとき、又は要綱若しくは基準に抵触していると判断したときは、ネーミングライツパートナーに対して当該標示の内容等の変更を求めることができる。
　（ネーミングライツパートナーの取消し）

第１１条　市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、ネーミングライツパートナーの決定を取り消すことができる。
(1) 市長が指定する期日までにネーミングライツ料の納付がないとき、又は納付の見込みがないとき。

(2) 市長が指定する期日までに標示原稿の提出がないとき。

(3) ネーミングライツパートナーからネーミングライツの取下げの申出があったとき。

(4) その他市長がネーミングライツを適切でないと判断したとき。

２　市長は、前項の規定によりネーミングライツを取り消したときは、田原市横断歩道橋ネーミングライツパートナー取消通知書（様式第３号）により当該者に通知するものとする。

　（ネーミングライツ料の還付）

第１２条　前条の規定によりネーミングライツパートナーの決定が取り消されたときは、ネーミングライツ料は、還付しない。ただし、当該取り消された者の責めに帰さない事由により当該決定が取り消されたときは、この限りでない。
２　前項ただし書の規定によりネーミングライツ料の還付を受けようとする者は、田原市横断歩道橋ネーミングライツ料還付請求書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。
　（その他）

第１３条　この要領に定めるもののほか、ネーミングライツ事業について必要な事項は、市長が別に定める。
　附　則

　（施行期日）

１　この要領は、令和４年３月１日から施行する。
　（準備行為）

２　ネーミングライツ事業の募集その他の準備行為は、この要領の施行前においても、行うことができる。
附　則
この要領は、令和５年４月１日から施行する。

様式第１号（第６条関係）
田原市横断歩道橋ネーミングライツパートナー申込書

　　年　　月　　日

　田　原　市　長　殿

申込者　所在地
名称

　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　印
　　　　電話番号

横断歩道橋ネーミングライツパートナーになることを希望するため、下記のとおり申し込みます。

記

１　横断歩道橋名　　
２　ネーミングライツの標示内容　　
３　連絡先等　　　(1) 担当部署：
　　　　　　　　　(2) 担当者氏名：

　　　　　　　　　(3) 電話番号：

　　　　　　　　　(4) Ｆax：
　　　　　　　　　(5) Ｅ-Mail：

４　提出書類　　　(1) 会社案内等（会社の概要がわかるもの）

(2) 法人登記に係る現在事項全部証明書（個人事業主の場合は住民票。）（写し可。ただし、６か月以内発行のものに限る。）
　　　　　　　　　(3) 標示原稿案（内容、デザインがわかるもの）
　　　　　　　　　(4) その他市長が必要と認める書類
（注１）市入札参加資格を有する者又は市入札資格を有さない個人事業主で本市に住所を有する者は、(2)の書類は不要
（注２）標示期間満了後、引続き同じ内容の広告掲載を申込む場合は、(3)の書類は不要

様式第２号（第７条関係）

田原市横断歩道橋ネーミングライツパートナー決定等通知書

第　　　　　号

年　　月　　日

　　　　　　　　　　様

田原市長

　　　　年　　月　　日付けで申込みのあった横断歩道橋ネーミングライツパートナーについて、下記のとおり審査結果を通知します。
記

１　ネーミングライツパートナーになることの可否　　可・否
２　可の場合は今後の手続

　　※ネーミングライツ料納入及び標示原稿提出の期限等
３　否の場合はその理由

様式第３号（第１１条関係）

田原市横断歩道橋ネーミングライツパートナー取消通知書
年　　月　　日

　　　　　　　　　　様

田原市長

　　　年　　月　　日付け　第　　号で決定した横断歩道橋ネーミングライツパートナーについて、下記の理由により取り消します。

記

１　取消年月日
２　取消しの理由
様式第４号（第１２条関係）
年　　月　　日

　田　原　市　長　殿

所在地

名称

　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　
　　　　電話番号

田原市横断歩道橋ネーミングライツ料還付請求書

　横断歩道橋へのネーミングライツ料について、下記のとおり還付してください。

記

１　還付請求対象の横断歩道橋　　　　　　　　　　　横断歩道橋
２　請求金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

３　振込金融機関
	金融機関名
	
	銀行

信用金庫

信用組合

農業協同組合
	
	本店

支店

支所

店

	預金種目
	１　普通　　　　２　当座

	口座番号
	

	口座名義人
	


※口座名義人は請求者本人とする。
（同意事項）


・田原市広告取扱要綱第８条第２項の規定に該当する事実はありません。


・田原市の市税等の納付状況を確認することを同意します。


・田原市広告取扱要綱、田原市広告掲載基準、田原市横断歩道橋ネーミングライツ事業実施要領及び田原市横断歩道橋ネーミングライツパートナー募集要項の規定を遵守します。
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